


監査結果 

 

第１　請求人 

　　　住所　省略 

　　　氏名　省略 

 

第２　請求の受理 

　　　本件措置請求は、要件審査の結果、所定の法定要件を具備しているものと認め、令

和６年１２月５日付けで、これを受理した。 

 

第３　請求の要旨 

　１　主張の要旨 

　　　判例において「自治会」は「権利能力なき社団」であるとされており、権利能力な

き社団は「団体として組織を備え」「多数決の原則が行われ」「構成員の変更にかかわ

らず、団体そのものが存続し」「その組織によって代表の方法、総会の運営、財産の管

理その他団体としての主要な点が確定しているものでなければならない」ことが示さ

れている。 

しかし、高富町会には「多数決の原則」がなく、総会の運営・記録などの団体とし

て主要な規定が欠け、役員に監事が組み込まれ、財産管理の統制が不十分であるなど、

自治会に値しない私的な集団であるといえる。具体例として、町会長の報酬が周辺市

と比べて高額であること、総会で審議・議決したか不明な町会の規約改正を実施した

こと、その改正を会員へは回覧板を用いずに高富公園内の掲示板への掲示のみで周知

したこと、総会の議事録がないことなどが挙げられる。 

高富町会はそもそも「自治会」に値しない私的な集団であるため、吉川市地域自治

振興交付金交付規則（平成１２年吉川市規則第１１号。以下「交付規則」という。）に

基づく地域自治振興交付金（以下「交付金」という。）の交付対象には該当しない。こ

のため、高富町会への交付金の交付は違法不当である。 

　２　措置要求 

　　　市長に対し令和６年度の高富町会への交付金の交付決定を取り消し、市に高富町会

に当該交付金を返還させることを求める。 



　３　事実証明書 

　　(1) 高富規約 

　　(2) 市民の声に対する回答 

　　(3) 高富町会費変更のお知らせ 

　　(4) 令和５年度高富町会一般会計歳入歳出決算書 

　　(5) 令和６年度高富町会一般会計歳入歳出予算（案） 

　　(6) 総会資料（４月２１日と２８日配布資料比較） 

 

第４　監査の実施 

　１　監査対象事項 

　　　高富町会が交付規則第２条に規定する対象自治会に該当するか。また、交付金の交

付を決定した審査及び支出手続に違法又は不当な点はあるか。 

　２　監査対象部局 

　　　市民生活部市民参加推進課（以下「市民参加推進課」という。） 

　３　請求人による証拠の提出及び陳述 

　　　請求人に対し、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４２条第７項の規定に

基づき、証拠の提出及び陳述の機会を与えたが、請求人が証拠の提出及び陳述を希望

しなかった。 

　４　調査 

　　　市民参加推進課から監査対象事項に関する関係書類の提出を受け書面による調査を

実施した上で、市民参加推進課長及び同課市民参画担当副主幹（以下「本件担当職員」

という。）から事情を聴取した。また、事情聴取後、市民参加推進課を通じ高富町会か

ら必要な資料の提出を受け、さらに書面による調査を実施した。 

 

第５　監査の結果 

１　事実関係 

　　本件についての事実関係の概要は、次のとおりである。 

　　(1) 市長は、令和６年５月２７日に高富町会から地域自治振興交付金交付申請書及び

必要な添付資料（以下「申請書等」という。）の提出を受けた。 

　　(2) 市長は、申請書等の提出を受け、その内容を審査した。審査の結果、高富町会は



交付規則第２条に規定する対象自治会に該当するとともに、申請書等について不備

がないことから、令和６年６月１１日に高富町会に対し、吉川市事務決裁規程（平

成９年吉川市訓令第１号）に基づき部長専決により交付金の交付決定をした。 

(3) 交付決定に当たっては、本件担当職員により、交付規則に規定する要件に該当す

るか否かを審査するとともに、地域コミュニティ活動の増進を目的として自治会に

対して交付する自治会活動補助金の申請の際に提出された自治会の総会資料や様々

な場面における自治会活動に関する情報交換により、自治会の状況を確認している。

高富町会に関しても、総会資料の提出を受け、事業の実施状況や予算・決算、役員

の選出について確認している。なお、本件担当職員からは、交付金に係る書類の提

出時等においても自治会活動に関する情報交換をし、高富町会の状況は一定程度把

握しており、権利能力のない社団ではないとはいえないとの説明を受けた。 

　　(4) 高富町会は交付決定を受け、令和６年６月１１日に市長に対し請求書を提出した。 

(5) 市はこれを受け、必要な合議を経て、吉川市予算事務規則（昭和４０年吉川町規

則第５号）に基づき市長決裁により支出負担行為を行い、高富町会に対し、令和６

年６月２５日に交付金１，５０７，７００円の交付（以下「本件支出」という。）を

行った。 

２　監査結果 

　(1) 主文 

　　　本件措置請求は、理由がないものと認める。 

　(2) 理由 

　　　ア　高富町会が交付規則第２条に規定する対象自治会に該当するか 

　　　　請求人は、高富町会が交付金の交付対象ではないと主張している。そこで、ま

ずこの点について判断する。 

　　　(ｱ) 交付規則第２条第１項第１号該当性 

交付金の交付対象となる自治会の要件は、交付規則第２条第１項に規定され

ている。同項第１号では「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２６０条

の２第２項第１号及び第２号の要件を満たしていること」を掲げているが、同

法第２６０条の２第２項第１号には「その区域の住民相互の連絡、環境の整備、

集会施設の維持管理等良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活

動を行うことを目的とし、現にその活動を行っていると認められること」と、



同項第２号には「その区域が、住民にとって客観的に明らかなものとして定め

られていること」と規定されている。 

　　　　　高富町会は、その規約において「地区住民相互の親睦を旨とし住民の総意に

もとづき、和をもって要望を実行に移し福祉向上ならびに、地区の発展をはか

るものとする」と定めるとともに（規約第３条）、通常総会時に配布された総会

資料によれば、市内清掃事業や寺子屋事業、市民体育祭の参加をはじめ地域社

会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行っていることが認められる

（令和５年度高富町会事業報告）。また、区域についても、規約において「高富

１丁目、２丁目、高久一部を高富町会と称する」と定め（規約第１条）、区域図

において具体的な区域を明らかにしている。 

　　　　　よって、高富町会は、交付規則第２条第１項第１号の要件に該当すると認め

られる。 

　　　(ｲ) 交付規則第２条第１項第２号該当性 

　　　　　交付規則第２条第１項第２号では、「会員である世帯数が市街地的形態を成し

ている地域にあっては概ね１００世帯以上、農村的形態を成している地域にあ

っては概ね５０世帯以上であること」を要件に掲げている。 

　　　　　高富町会は、市街地的形態を成している地域であるため、概ね１００世帯以

上の世帯数が必要であるが、会員名簿（アパート等集合住宅を除く。以下同じ。）

よると令和７年１月時点で３３９世帯であることから、交付金の申請時点にお

いても高富町会の会員である世帯数は１００世帯以上であることは明らかであ

る。 

よって、高富町会は、交付規則第２条第１項第２号の要件に該当すると認め

られる。 

　　　　(ｳ) 交付規則第２条第１項第３号該当性 

　　　　　　交付規則第２条第１項第３号では、「別表に定める事業を実施していること」

を要件として掲げている。別表に定める事業とは次のとおりである。 

 種類 内容

 １　広報に関する

こと

・市が依頼する配布物の配布、回覧、掲示物の掲示及びこれらに類す

ること

 ２　広聴に関する

こと

・市が依頼する各種調査の実施 

・地域住民の市に対する要望・苦情等の連絡及びこれらに類すること

 ３　地域とりまと ・市が依頼する人材等の推薦 



　　　　　　なお、本件担当職員によれば、相当な理由があり自治会として実施する必要

のない事業については、当該事業を実施しなくても、この要件に該当するもの

として取り扱っている。 

高富町会が提出した申請書等によれば、各世帯で実施する排水路等の清掃作

業を除き、全ての事業を実施するとしている。今後、実績報告書等による事業

実施の確認が必要となるが、少なくとも交付決定の時点では、この要件に該当

すると判断することに違法又は不当な点は見当たらない。 

　よって、高富町会は、交付規則第２条第１項第３号の要件に該当すると認め

られる。 

　　　　(ｴ) 交付規則第４条第４項該当性 

　　　　　　交付規則第４条第４項では、自治会の会則又は規約等の規定内容について定

めており、この部分も要件と見ることができる。同項では、会則又は規約等に

おいて、①会の名称、②会の設置目的、③内部組織、④役員の名称、選出方法、

任務及び任期、⑤会議の種類及び運営方法を概ね定めることを要件として定め

ている。 

　　　　　　高富町会の規約では、第１条で会の名称を、第３条で会の設置目的を、第５

条で内部組織を、第４条から第７条までの規定において役員の名称、選出方法、

任務及び任期を、第８条から第１１条までの規定において会議の種類及び運営

方法を定めていることが確認できる。 

　　　　　　よって、高富町会の規約は、交付規則第４条第４項の要件に該当すると認め

られる。 

　　　　(ｵ) 権利能力のない社団に関する検討 

　　　　　　交付金は、交付規則によれば、「行政事務の連絡に協力する地縁に基づく自主

的な住民組織に対し、吉川市地域自治振興交付金を交付することにより、市民

と市の協働による住みよい豊かな地域社会の形成及び地域自治の振興を図るこ

と」を目的としている。これを踏まえれば、交付金の対象は、その自治会が社

 めに関すること ・催事や説明会等の調整及びこれらに類すること

 ４　地域環境衛生

に関すること

・環境保全、環境衛生の推進及び啓発 

・ごみ減量、分別収集の推進 

・地区内の美化作業 

・排水路等の清掃作業 

・ごみ集積所の設置、廃止及び管理



会的な団体として実体が存在し、団体としての活動を行っていることが前提と

なる。高富町会は、地方自治法第２６０条の２に規定する認可地縁団体でない

ため、いわゆる権利能力のない社団であることが必要となる。 

この点、請求人は、最高裁判所平成１７年４月２６日第三小法廷判決を引用

し自治会は権利能力のない社団であるという前提の下、高富町会は多数決の原

則がなく、総会の運営・記録などの団体として主要な規定が欠け、役員に監事

が組み込まれ、財産管理の統制が不十分であるなど、私的な集団であるため、

自治会の前提である権利能力のない社団には該当せず、交付金の対象ではない

旨主張する。 

　　　　　　しかし、高富町会の規約や通常総会資料等によれば、①高富町会は少なくと

も平成１２年４月には存在しており（規約付則）、令和７年１月現在で３００世

帯以上の会員を有していること（会員名簿）、②役員として町会長、副町会長、

会計、監査、衛生、班長、相談役及び会館管理者を置き（規約第４条）、町会長

は地区住民の総意に基づいて選出し、班長を除く役員は町会長が選出し、班長

は各班で選出し町会長が承認することとされていること（規約第６条）、③総会

を年１回開催するほか、一定の場合は地区集会や役員会を開催することとし（規

約第８条及び第９条）、会の運営を行っていること（通常総会資料及び議事録）、

④議事の決定は出席者の２分の１以上の同意を必要とするものとし、多数決の

原則があること（規約第１１条）、⑤運営費は町会費、交付金、補助金、寄付金

その他の収入によっており（規約第１２条）、会計が経理を担当するとともに（規

約第５条）、会館管理者を置き集会所の管理を行っていること（高富集会所使用

規定）、⑥市民体育祭への参加や市内清掃事業をはじめとした地域自治の振興に

関する事業を実施していること（令和５年度事業報告、令和６年度事業計画（案）

及び出納帳）を認めることができる。以上の事実に照らせば、高富町会は、団

体としての組織を備え、多数決の原則が行われ、構成員の変更にかかわらず団

体が存続し、組織における代表の方法、総会の運営、財産の管理等団体として

の主要な点が確立しているということができるから、権利能力のない社団とい

うことができる（最高裁判所昭和３９年１０月１５日第一小法廷判決）。 

　　　　　　また、請求人は、役員報酬が高額であることや町会費の変更方法及び規約の

住民への周知方法に不備があること等をもって権利能力のない社団としての要



件を欠くと主張する。しかし、役員報酬が高額であるか否かについては権利能

力のない社団としての要件と直接関連がなく、会費の変更方法及び規約の住民

への周知方法等についても、規約や通常総会資料等によれば高富町会が権利能

力のない社団に該当するのは上記のとおりであって、請求人が主張する事実の

みをもって高富町会が権利能力のない社団に該当しないとは言い難い。 

イ　本件支出に係る交付決定の審査及び支出手続に違法又は不当な点はあるか 

　　　　　前記１事実関係のとおり、市長は令和６年５月２７日に高富町会から申請書等

の提出を受け、交付規則に規定する要件に該当するか否かについて審査の上、同

年６月１１日に交付決定をしている。また、その後、高富町会から請求書の提出

を受け必要な決裁、合議等、適正な手続を経て支出負担行為をし、令和６年６月

２５日に本件支出をしている。 

　したがって、本件支出に係る交付決定及び手続に関し違法又は不当な点は見当

たらない。 

(3) 結論 

　　　　以上のとおり、本件支出は違法又は不当なものと認められないため、主文のとお

り判断する。 


